
� Ê � �� ” � ��Ä �Õ�Z�]�<�À�U	[ �·�ï�»�” �Z�€�C�� �¢��
R�����å�S�£

�Ã�² � �ï �Ó�é �·�µ �t�S �Z�” �ƒ�Ó�+
ü�ú �t�› �=�̀ �h �q�.�^
R �Ã�² � �ï �À�” �ç�w�‰
C�y�Ù�y����

�y�������������y
ž�A�s�$	B�;�ó�w�¨	Z

�y�7 �����������h �Ø � 	 
$ � ��
�x�z
•�ó�; �   � t � ‘ � ” �$	B

�;�ó�U��
:���O�` �z���������t
Æ�ó�•�s�^�À	��t�q�l

�o�x�z
:���X�w�;�ó�T�’
ž�A�s�¯�Ú�ï�Å�w�ˆ�›
¬�R

�b�”	Í�p�§	Ë�q�s�”�{�f�\�p�z�ƒ�Ó�+�w�Ã�²� �ï�t


ž�A�s�;�ó�w�ˆ�›
¬���`�z �$	B�;�ó�q�`�o �®�Ñ
]�“�¯ �z

�®�_ �“�¯ �z�®�Ñ�Ÿ�è�¿�Ä � �̄z�®�Ø	� �“�¯�w���m�w�¯�Ú�ï

�Å�›
ƒ���`�o�z�‘�“	—�s�M
â�^�p�0�›�t�^�À�›�æ�Q

�”�‘�O�t�`�h�¢
$ ���£�{

�y�������������y�¼�^�¹�Ñ�Ä�w�›�Ã

�y�ƒ�Ó�+
a
¼�w��	Ý�w�O�j�®�+
æ�¯ �z�®�ô�F�¯�w�Ã�²

� �ï�x �z�®�< �À�¯�Ý�Ç�á�”�º�t�K�’�T�a�Š�;�™�`�h


:	��¨�w�Õ�”�µ�Þ�Ã�ç�›�z�|	Z�`�o�$	B�›�æ�O�\�q

�q�`�h�{

�y�Õ�”�µ�Þ�Ã�ç�x
Y�Ø�T�’�_�h�µ�­�¿�½�t�‘�”�…�Ø

��	Ý�w�Ú
¢�q�Â
¢�w
Ê�ˆ�ù�˜�d�p�Ï
R�`�o�S�“�z	s


$���y�7���$�(���F�.�P�E�F�M�F�S�w�h�Ø 
$���y �µ�­ �¿�½ �t�‘�” �…�Ø��	Ý


$���y �§�µ �»�Ú � �¶ �̀ �h �h�Ø


$���y
G�O
:�‹�Ö�— �t�‘ �”
ƒ �-

�8�w	Ý�6�p�x � � 	 � �w
a
¼�t�m�V �� 	��¨�Ž	Í�w�Õ�”�µ

�Þ�Ã�ç�›
ƒ���`�o�M�”�{�s�S�z�\�w�Õ�”�µ�Þ�Ã�ç �x

�–�;	��t�‘�l�o�!�Ë�›�×���t�æ�O�\�q�U�p�V�”�{

�y�Õ�”�µ�Þ�Ã�ç�w�Ã�²� �ï�x�¦���^�•�h�:�•
¢�›�m

�‡�‰�\�q�t�‘�“�!���›�b�”�M�O�q�z�:�•
¢�›
¬�R �`

�o�f�w�2
ª�•
G�O�›
•�;�¼� �ž�é�¬�p�¦�Ô�`
:�‹�t

�‘�“�!���›�æ�O�M�O�w �� 	��¨�q�`�h�{�s�S�z
:�‹�t

�‘�”�!���x�ƒ�Ó�+�Ã�²� �ï�t
ž�A�s ������ �±���´�› 	s

�8
ƒ���q�`�h � 	 
 $ ���z���
�{

�y�‡�h�z �Ú�¬�§�¿�Ó�w�®	��l	��¯ �•�Â�Ÿ�”�Ù�¿�Ä�w �®�«

�W�±�¯�w�Ã�²� �ï�t�m�M�o�‹�z
:	��¨�w�Õ�”�µ�Þ�Ã

�ç�›�z�|	Z�`�o�&�p�s�•�”�t� �ˆ�`�z
ž�A�s
G�O�Ð


T�›�ª�`�o �z�®�+ 
æ� �̄z�®�ô �F�¯�q�‰�7�t�$	B	r�g�›

�æ�O�\�q�U�p�V�”�{

�y�Ž	Í�t�‘�“ �z�^
R�`�h �������Ã�”�»�x�z �%���h �Ø

	Í�p�w�Ó�è�¸�ï�Â�”�³�ã�ï�z�����Ó�æ�ï�»�t�‘�”�¼

�^
¼
a�^�t�Æ�;�^�•�z�^�’�t�Ã�”�»�›�C�»�`�o�Þ�Ã



ノ ー  ト 長崎県窯業技術センター研究報告（平成22年度）

36　■　デザインプロセスにおける陶磁器分野に特化した立体作成デザインツールの開発

リングマシンにより原型や型の切削加工などに利用
することができる。
　試作ソフトを利用して設計した陶磁器製品のＰＣ
画面の画像を図6～10に示す。

３．今後の方針
　以上述べたように、今回は回転体による５種類の
陶磁器製品を設計するためのカスタマイズ開発を
行った。今後は、この試作ソフトの実用性を評価し、
抽出された課題から機能の向上と不足する機能の充
実を図る。また、モデリング支援機能の追加、楕円
形及び多角形製品への対応についての検討を進め
る。

図10　試作ソフトによる設計の例「ティーポット」図6　試作ソフトによる設計の例「茶碗」

図7　試作ソフトによる設計の例「皿」

図8　試作ソフトによる設計の例「湯のみ」

図9　試作ソフトによる設計の例「マグカップ」
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１．はじめに
　近年、陶磁器産業(和飲食器)は全国的に販売額
の落ち込みが激しく、平成22年度は約236億円で
平成15年度のおよそ半分となっている1）。このよ
うな状況において、売れ筋の商品として機能性食器
があるが、「軽量食器」もそのひとつであり、超高
齢社会を反映した消費者ニーズに適合した商品であ
る。従来の軽量食器には、高温焼成でも変形しにく
い磁器を薄造りにしたものや、気孔形成により軽量
化したものなどがある。しかしながら、一般磁器と
比べ衝撃強度が低いことが課題となっている。
　一方、長崎県セラミックス研究会が、従来陶土に
トリジマイトを配合した陶土(新陶土)を開発し、
その新陶土を用いて作製した磁器が従来磁器の約２
倍の強度を有していることを明らかにした2）。この
素材を利用することで、薄造りをしても、一般磁器
と同程度の強度を維持できることが見込まれる。一
般的に、トリジマイトは石英などのシリカ鉱物に炭
酸カリウム等を鉱化剤として混合し、長時間電気炉
で焼成することで合成できることが知られている3）。
しかしながら、トリジマイトの量産技術が開発され
ていないため、トリジマイト磁器の製造には至って
いない。そこで、本研究は、新陶土による軽量食器
の量産化技術の確立を目標とした。平成22年度は、
無機原料の商業的製造プロセスであるロータリーキ

ルンによるトリジマイトの製造を想定した合成条件
について検討した。

２．実験方法
　 2 . 1 トリジマイトの合成
　使用するロータリーキルンの最高温度(焼点)で
の保持時間が20～30minであるため、短時間焼成
における焼成温度と鉱化剤の量の影響について検討
した。アモルファスシリカ粉末に鉱化剤として炭酸
カリウムを外割りで7.5、10.0、12.5mass%加え、
ボールミルを用いて乾式混合した。混合粉末を直径
20mmの円板状にプレス成形したものを所定温度
(1350～1500℃)に設定した炉中に入れ、30min
後に炉から取出し大気中で急冷した。

　 2 . 2 合成サンプルのキャラクタリゼーション
　焼成サンプルの生成相の確認およびトリジマイト
の生成量を定量するために、粉末Ｘ線回折(XRD)
測定を行なった。トリジマイトの生成量は、トリジ
マイトの(112)面(20.50°)およびクリストバライ
トの(101)面(21.99°)のピーク面積比から検量線
を用いて算出した。

要　　約
　トリジマイトの商業的合成を目的とし、ロータリーキルン焼成を想定した短時間焼成実験を行ない、ト
リジマイトの最適合成条件を検討した。急加熱短時間焼成において、炭酸カリウムが7.5mass％のとき、
1400℃でトリジマイトの生成割合が最も高く約53mass％となった。また、徐熱短時間焼成を行なうこと
により、トリジマイトの生成割合を約80mass％まで高めることができた。この結果からロータリーキル
ン焼成によるトリジマイトの量産化の可能性が示唆された。

キーワード：トリジマイト、炭酸カリウム、ロータリーキルン、軽量食器、徐熱

新陶土による軽量食器の開発
－トリジマイト量産化技術の基礎的検討－

─経常研究─

研究開発科　山口典男・武内浩一
陶 磁 器 科　河野将明
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３．結果及び考察
　 3 . 1 合成条件によるトリジマイトの
 生成割合への影響
　図１に各温度で焼成したサンプルのXRDパター
ンを示す。焼成温度1400℃まではクリストバライ
トのピーク強度が低下しているが、1450℃以上で
クリストバライトのピークが著しく高くなってお
り、1450℃以上の高温では、クリストバライトが
生成しやすくなることが分かった。図２に炭酸カリ
ウム混合量の異なるサンプルのXRDパターンを示
す。炭酸カリウムの混合量が増えても、トリジマイ
トとクリストバライトのピーク強度比は、図1と比
べて著しく変化せず、トリジマイト合成への影響は
少ないと考えられる。炭酸カリウムは高価な原料で
あり、混合量はできるだけ少なくすることが望まし
いことから、炭酸カリウムの混合量は7.5mass％
でよいと判断した。
　炭酸カリウムの混合量が7.5mass%において、
XRDパターンのピーク面積を基に検量線より算出
したトリジマイトの生成割合を表1に示す。トリジ
マイトの生成割合は1400℃で約53mass％、
1500℃では約22mass％となっており、焼成温度
が100℃上昇するだけで、トリジマイトの生成割
合は半分以下になっていることが明らかとなった。

図１　各温度で焼成したサンプルのXRDパターン
　　  (焼成時間：30min、炭酸カリウム：7.5mass%)

表１　各温度におけるトリジマイトの生成割合

図２　鉱化剤(炭酸カリウム)の量の異なる
　　　サンプルのXRDパターン
　　  (焼成温度：1400℃, 焼成時間：30min)

図３　徐熱および急加熱した試料の
　　　XRDパターン
　　  （焼成温度：1400℃, 保持時間：30min）
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このことから、化学反応を促進するために焼成温度
を上げることはトリジマイトの生成においては適切
ではなく、最適焼成温度が1400℃であることが明
らかとなった。

　 3 . 2 トリジマイトの生成に及ぼす徐熱効果
　３．１で行なった焼成実験では、急加熱・急冷の
ため、正味の加熱時間が30minであった。実際の
ロータリーキルンでは、最高温度 (焼点) に至るま
で平均昇温速度5～10℃/minで加熱される。そこ
で、昇温速度10℃/min、1400℃、30min保持の
条件で焼成し、徐熱の効果を検討した。このとき、
ロータリーキルンで用いる原料と同様に直径約
10mmに造粒した原料を用い、直径約8cm、高さ
約10cmのアルミナるつぼに充填した。焼成後、
降温途中の1300℃付近で試料を取出し急冷した。
徐熱および急加熱した試料のXRDパターンを図３
に示す。急加熱・急冷のサンプルではトリジマイト
の生成割合が約53mass％であるのに対し、徐熱
サンプルではるつぼ上部で約78mass％、るつぼ
下部では約86mass％の生成割合を示した。この
ことから、ロータリーキルンでもトリジマイトの生
成割合が80mass％程度のサンプルを得ることが
でき、量産化することが可能であると推測される。

４．まとめ
　アモルファスシリカを原料に炭酸カリウムを鉱化
剤として用い、ロータリーキルン焼成を想定したト
リジマイトの短時間焼成実験を行なった結果、以下
の知見を得た。
（1）急加熱短時間焼成において、炭酸カリウムが
7.5mass％のとき、1400℃でトリジマイトの生成
割合が最も高く、約50mass％となった。
（2）徐熱短時間焼成を行なうことにより、トリジ
マイトの生成割合を約80mass％まで高めること
ができた。
（3）ロータリーキルンにおける量産が可能である
ことが示唆された。

５.今後の方針
　平成２３年度は、ロータリーキルンを用いて、炭
酸カリウム7.5mass%、1400℃の条件でトリジ
マイトの大量合成実験を行なう。また、製造したト
リジマイトを用いて、新陶土の量産化を確立し、陶

磁器製品製造プロセスにおける歩留まり評価等を行
なう予定である。

参考文献
１） 経済産業省生産動態統計(H22年窯業・建材統
 計年報)、経済産業省ホームページ
 (http://www.meti.go.jp/statistics/tyo/
 seidou/result/ichiran/04_yogyo.html#
 menu2).
２） 松尾勝美、渡邊一行、軽量強化磁器の製造法
 (特開2002-362963).
３） M.Higuchi and Y.Azuma, J.Ceram.Soc.
 Jpn, 105(5), 385-390(1997).



１．はじめに
　新商品の開発するためには、その方向性、市場動
向を把握したうえで取り組む必要がある。そのため
に市場調査やお客様の声などからニーズをいち早く
つかみ、新商品に反映することが重要である。本報
告では、長崎、佐賀、福岡三県の給食食器の動向と、
その市場性について調査したので報告する。

２．調査方法
　本調査は平成22年度に「業務用食器の市場調査」
として(株)工業市場研究所に委託して実施した。
給食用食器市場に関する調査において、調査方法は、
2011年3月に統計情報の収集・分析、文献調査お
よびヒアリング調査で行った。その調査項目は、
(1)小中学校の陶磁器製食器の購入量(全国)、(2)陶
磁器製食器を採用している小中学校の個別事例で、
九州北部三県（長崎、佐賀、福岡）を調査対象とした。

３．結　果
　 3 . 1　全国の給食用食器市場に関する調査
　全国の小中学校における陶磁器製食器の採用率を
図1に示す。採用率は、1994年から2006年の
12年間で約10%から約30%に上昇している。同
様に、全国の小中学校の陶磁器製食器の市場規模を
購入量から見積もったものを図2に示す。図2は給

食食器セットの市場規模が、どのくらいかを示した
ものであり、年々、増加傾向を示している。今回調
査委託した報告書によれば、セットの内訳は、例え
ば、A市の1セットは、ご飯茶碗、汁椀、皿、カップ、
B市では、碗、大皿、小皿であり、この背景には、
食育の観点から米飯を給食で食べるようになり、樹
脂製から出る有害物質の影響を懸念されたりなどの
観点から伸びてきていると述べられている。

要　　約
　陶磁器製品の販売促進を図ることを目的に、全国および長崎、佐賀、福岡の小中学校における陶磁器製
食器採用率、また導入に際しての阻害要因を調査した。その結果、長崎県内の小中学校の陶磁器製食器の
採用率は36.5%であり更なる導入の余地があることが示された。自治体において、陶磁器製食器は、有害
物質の影響が懸念される樹脂製食器よりも安全性が高いため選ばれることが多いが、一方、樹脂製食器と
比べてコスト高であることや重いことなどが阻害要因になっていることがわかった。

キーワード：給食食器、採用率、市場規模

陶磁器製給食食器の市場調査報告

─経常研究─

陶 磁 器 科　河野将明

図1　全国の小中学校の陶磁器製食器の採用状況
　　　（◆:小学校、■:中学校）
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　 3 . 2 九州北部三県における陶磁器製食器
 に関する調査
　九州北部での陶磁器製食器の採用率と陶磁器製食
器のセット数を表1に示す。
　採用率を九州北部3県で見ると、長崎県が小中学
校計で36.5%、佐賀県が小学校81.3%、中学校
77.0%、福岡県が小学校33.9%、中学校30.0%
であった。
　次に、この採用率から市場規模を推測した。セッ
ト数は、児童・生徒数×採用率より算出した。各
県のセット数は、小中学校計で長崎県では約4.7万
セット、佐賀県で約6.4万セット、福岡県で約14

万セットとなる。
　3.1の調査結果からA市とB市の納入価格はそれ
ぞれ2553円、1466円であることから、1セット
あたり2千円と仮定した場合、長崎県の採用率から
現在の購入金額は、約9300万円と見積もられる。
破損率が20%と仮定すると年間9300セット、約
1800万円の補充が見込まれる。また、採用されて
いない63.5%の小中学校が導入したと仮定して同
様に見積もると約1.6億円の購入金額と補充分が約
3000万円となり、この合計金額が未開拓の市場と
なる。これらのことから給食食器は、長崎県内の採
用率からみると市場開拓の余地があると考えられ
る。

　 3 . 3 給食食器に陶磁器製食器を導入する
 要因と阻害要因
　調査委託報告書では、自治体が導入する理由には、
樹脂製食器では有害物質を出すことが懸念され、安
全性の高い陶磁器製食器を選ぶケースが多いことが
挙げられていた。また、陶磁器製食器は、破損しや
すいので、モノを大切にする心の育成や家庭と同じ
食器を使わせたいといったことも導入する理由と
なっている。一方、導入を妨げる要因としては、陶
磁器製食器のイニシャルコストが樹脂製食器に比べ
て2～3倍高いこと、重量があるため調理師や生徒
の負担が大きいことや専用の保管スペースを用意し
なければいけないことなどが挙げられた。

図2　全国の小中学校の陶磁器製食器の購入量
　　  （◆:小学校、■:中学校、▲:小中学校合計）

表1　九州北部における陶磁器製食器の採用率と陶磁器製食器のセット数

小学校 

児童数/人 

中学校 

生徒数/人 

陶磁器製食器 

採用率/% 

陶磁器製 

食器市場規模/セット 

小学校  

長崎県 127,932 36.5 46,695 

佐賀県 52,382 27,833 81.3 77.0 42,587 21,431 

福岡県 283,523 144,361 33.9 30.0 96,114 43,308 

中学校 小学校 中学校
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4．まとめ
　今回の調査結果では、長崎県内において学校給食
の現状から63.5%の小中学校が陶磁器製食器を未
採用であり、給食食器の市場性は十分に期待できる。
　陶磁器製給食食器を導入するためには、阻害要因
に挙げられたイニシャルコストを考慮した素材や食
器の重量の問題を解決しなければならない。しかし、
三川内焼の陶磁器製給食食器が平成24年度秋以降
に佐世保市立中学校15校に導入される予定1)であ
り、陶磁器製給食食器の導入が調査で判明した阻害
要因と必ずしも一致しないが、学校給食食器には軽
くて強い食器が望まれており、この素材を開発する
ことで市場性のある給食食器に参入できる可能性が
あることがわかった。
　今後、県内小中学校の給食用陶磁器製食器の導入
率は、全国平均より上回っているものの、導入率が
殆ど増加していない現状について、県内の学校にお
ける給食用陶磁器食器の導入に係る実態（市場規模
･流通ルートなど）を調査し、導入普及率を上げる
べく販売戦略構築について把握していく予定であ
る。

5．文　献
１）長崎新聞(平成23年5月25日).
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１．はじめに
　長崎県内より年間約12000t排出されている一
般廃棄物溶融スラグや廃ガラス等の無機廃棄物はア
スファルト骨材や路盤材等として利用されている
が、およそ5000tは利活用されず、年々未利用の
溶融スラグの貯留量が増加している。
　このような状況から、環境への負荷が低い方法で、
無機系廃棄物を有効利用できる技術開発が県内の環
境関連の事業所から求められている。
　そこで本研究では、毎年大量に排出される無機系
廃棄物を有効活用するための技術として、高圧の水
蒸気雰囲気中で無機イオンを反応させることで鉱物
を合成する水熱合成技術に着目し、溶融スラグから
ゼオライト等の吸着材を合成することを目的とし
た。

２．実験方法
　 2 . 1 出発原料
　ゼオライト合成の出発材料のうち、主原料となる
溶融スラグは、県内５箇所(佐世保市西部クリーン
センター、諫早市環境センター、南島原市南有馬衛
生センター、佐々クリーンセンター、上五島広域ク
リーンセンター )から排出されたものを用いた。
　また、廃ガラスは、市販の板ガラスを製造する企
業から排出された規格外品や加工くずを粉砕した粉

末を用いた。

　 2 . 2 ゼオライトの合成
　水熱合成の溶媒として、水と5N NaOH水溶液
の2通りを用い、それぞれの溶媒に原料の配合の組
み合わせとして、①溶融スラグのみ、②溶融スラグ＋
廃ガラス、③溶融スラグ＋水酸化アルミニウム
(Al(OH)3)、④溶 融 ス ラグ＋水酸化カルシウム
(Ca(OH)2)の4通りの配合原料を入れ、計8通りの
水熱処理を行なった。水熱処理は、オートクレーブ
を用い、180℃、24時間の条件とした。このとき
の圧力は180℃における水の自己発生圧である10
気圧であった。

　 2 . 3 生成物の評価
　水熱処理後の生成物の基礎物性評価として、Ｘ線
回折による鉱物の同定と電子顕微鏡による形状観察
を行った。
　また、特性評価として処理試料の陽イオン交換容
量と、重金属の吸着能力を測定した。陽イオン交換
容量の測定は、JIS K 1478の人工ゼオライトの陽
イオン交換容量測定方法に規定された振とう・カリ
ウム法にて行った。また、重金属の吸着能力は、鉛
(Pb)では8mg/Lの標準溶液を、カドミウム(Cd) 
では0.8mg/Lの標準溶液を用い、1gのゼオライト

要　　約
　県内の溶融スラグを原料に水熱技術によるゼオライトの合成試験を行った。溶媒として水を用いた水熱
合成ではゼオライトの生成は認められず、水酸化カルシウムを添加した系でトバモライトの生成が確認さ
れた。一方、溶媒として5N NaOH水溶液を用いた水熱合成では、ゼオライト（フォージャサイト型）や
トバモライトが生成することが認められた。また、吸着特性評価結果では、合成したゼオライトは天然ゼ
オライト（モルデナイト型）に比べ鉛やカドミウムを短時間で吸着することが確認された。

キーワード：溶融スラグ、水熱合成、ゼオライト、重金属吸着

溶融スラグ、廃ガラス等を活用した水熱反応による
吸着材の開発

─経常研究─

研究開発科　永石雅基
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合成品に対し50mLの標準溶液を接触させ、振と
う機で攪拌を行い、鉛の吸着試験では接触後60、
120、180分、カドミウムの吸着試験では接触後
30、60、120分の標準溶液中の重金属濃度を原子
吸光光度計で測定することで評価した。同様の評価
を天然ゼオライト（モルデナイト型：以下天然品と
略す）についても実施し、生成物との比較を行った。

３．結果及び考察
　 3 . 1　生成物の基礎物性
　図1に水を溶媒として水熱合成した試料のＸ線回
折パターンを示す。この結果から、溶融スラグのみ
及び溶融スラグに廃ガラスを添加した系においては
反応物が認められず、出発原料のガラス相のブロー
ドなピークだけであった。また、溶融スラグに水酸
化アルミニウムを添加したものも反応物が認められ
ず、出発原料の溶融スラグからのガラス相のブロー
ドなピークと水酸化アルミニウムからと考えられる
水酸化アルミニウム(Al(OH)3)と ベーマイト
(AlOOH)のピークのみが確認された。一方、溶融
スラグに水酸化カルシウムを添加したものでは、出
発原料のピークの他にわずかにトバモライトとみら
れるピークが認められた。以上の結果から、溶媒と

図２　合成試料のXRDパターン(NaOH溶液) 図3 水熱合成した生成物の電子顕微鏡写真

図１　合成試料のXRDパターン(水のみ)

して水を用いた溶融スラグの水熱合成では、ゼオラ
イトは生成されないことが明らかとなった。また、
水酸化カルシウムを添加した系において、トバモラ
イトのピークが認められたのは、スラグから溶出し
たケイ酸イオンとカルシウムが反応したためである
と考えられる。
　次に、図2に5N NaOH水溶液を溶媒として水
熱合成した試料のＸ線回折パターンを示す。この結
果から、全ての条件でゼオライト（フォージャサイ
ト1)）に帰属されるピークが認められた。ここで水
酸化アルミニウムを添加していない配合では、ゼオ
ライトに加えケイ酸カルシウム水和物であるトバモ
ライト2)のピークも認められた。また、水酸化カル
シウムを添加した配合ではゼオライトに加え炭酸カ
ルシウムのピークも認められた。これは、水熱合成
の過程で、水酸化カルシウムが炭酸化することで生
成されたものと考えられる。一方、水酸化アルミニ
ウムを添加した配合では、ゼオライトの他に未反応
の水酸化アルミニウム由来と考えられるピークが認
められた。
　以上の結果から、溶媒として5N NaOH水溶液
を用いた水熱合成でゼオライトが生成されたのは、
アルカリの作用により、スラグやガラス等の溶解が
促進され、ケイ酸イオンやアルミン酸イオンの溶出
が多くなり、ゼオライトの合成反応が起こりやすい
状態になったためと推測される。また、水酸化アル
ミニウムなどのアルミニウム原料の添加はケイ酸カ
ルシウムの生成を抑制し、ゼオライトの合成反応を
促進させたものと考えられる。また、電子顕微鏡に
よる形状観察では板状および針状の形態をした結晶
構造のものが確認された(図3：ゼオライトの板状
結晶)。
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　 3 . 2 生成物の陽イオン交換容量および
 重金属の吸着能力
　溶融スラグ＋水酸化アルミニウムを原料として合
成したゼオライト（フォージャサイト型：以下合成
品と略す）の陽イオン交換容量を評価した結果、陽
イオン交換容量は約100meq/100gであり、市販
ゼオライトの天然品と同程度の値であった。
　鉛の吸着試験結果を図4に示す。合成品は60分
後には機器の定量限界値以下と鉛の濃度減少率はほ
ぼ100%となり、合成品が鉛に対して優れた吸着
力を有することが確認された。一方、天然品は、
180分後でも鉛の濃度減少率が90%程度であっ
た。
　カドミウムの吸着試験結果を図5に示す。合成品
は30分後に0.002mg/L、60分後には機器の定量
限界値以下とカドミウムの濃度減少率はほぼ
100%となり、合成品がカドミニウムに対しても
優れた吸着力を持つことが確認された。一方、天然

品は、120分後でもカドミウムの濃度減少率が
80%程度であった。
　これら吸着試験の結果は、合成品と天然品の陽イ
オン交換容量は同程度であったが、天然品のモルデ
ナイト型に比べ合成品のフォージャサイト型の方が
結晶表面のカチオン吸着サイトが多いといった報告
もある3)ことから結晶形態の違いによる表面吸着サ
イトの有効容量が影響していると考えられる。また、
PbとCdの吸着速度がPbの方がCdに比べ低いの
はイオン半径がPb2+(133pm)＞Cd2+(92pm)と鉛
のイオン半径が大きくゼオライトの結晶構造内に入
りにくいためと推察される。

４．まとめ
（1）溶媒として水を用いた水熱合成では、ゼオラ
イトの生成は認められず、水酸化カルシウムを添加
した場合においてはトバモライトが生成することが
確認された。
（2）溶媒として5N NaOH水溶液を用いた水熱合
成では、フォージャサイト型のゼオライトが生成す
るとともに、トバモライトも生成することが確認さ
れた。
（3）溶融スラグ＋水酸化アルミニウムを原料とし
て合成したゼオライトの陽イオン交換容量は約
100meq/100gであり、市販の天然ゼオライトと
同程度の値であった。
（4）溶融スラグ＋水酸化アルミニウムを原料とし
て合成したゼオライトは、市販の天然ゼオライトに
比べ、鉛およびカドミウムに対して高い吸着能力を
示すことが確認された。

付　記
　本事業は、長崎県産業廃棄物税収活用事業の一環
で実施したものである。

参考文献
１） 水熱科学ハンドブック編集委員会編，「水熱科
 学ハンドブック」，技報堂出版(1997)，
 pp350-pp372．
２） 水熱科学ハンドブック編集委員会編，「水熱科
 学ハンドブック」，技報堂出版(1997)，
 pp292-pp318．
３） C.B.Amphlette Inorganic Ion 
 Exchangers, Elsevier, Amsterdam,1964.

表１　ゼオライトの陽イオン交換容量

98

陽イオン交換容量（meq/100g）試　料　名

合　成　品

天　然　品 90
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１．はじめに
　河川の護岸による海域への土砂の流出量の減少等
により全国的に砂浜が減少傾向にあると云われてい
る。従来は、侵蝕された砂浜を修復するために、砂
が潤沢にある地域から採取し、覆砂する方法が採ら
れていたが、近年、砂を供給していた地域において
砂不足となる問題が生じている。一方、長崎県内で
は、未利用資源として、年間数百トンもの磁器屑（セ
ルベン）が陶磁器業界より、また牡蛎殻が県内沿岸
部より排出されており、これらの有効活用が求めら
れている。更に、五島地区のろう石や県内各地の砕
石屑の活用も望まれている。
　これらの背景から、本研究では、本県大村湾に人
工海浜を造成するための素材のスクリーニングを目
的とした。素材として、県内より排出される未利用
資源に着目し、これらを粉砕することによって得ら
れる人工覆砂材を用いて基礎物性評価および色調評
価を実施した。

２．実験方法
　 2 . 1　基礎物性評価
　人工覆砂材を、長崎県内で排出される陶磁器屑（セ
ルベン）および牡蛎殻、また有効活用が望まれるろ
う石および砕石屑とした（図1）。
　基礎物性評価として、真密度および嵩密度を測定

した。比較として、県内で美しい砂浜として知られ
る五島市の高浜と頓泊の天然海砂、福岡市の人工海
浜の海砂なども同様に評価した。真密度は、真密度
計（AccuPyc1330、SHIMADZU）に よ り、嵩
密度は、メスシリンダーを用いたタップ試験により
測定した。また、真密度と嵩密度から空間率を算出
した。なお空間率は、充填された粒子の単位体積に
占める粒子内外の空隙の割合として本研究で定義し
たものであり、次式により算出した。
空間率（%）=（真密度-嵩密度）/真密度×100 

要　　約
　全国的に砂浜が減少傾向にある中で、人工の覆砂材料について検討した。素材の候補を長崎県内で排出
される陶磁器屑（セルベン）および牡蛎殻、また有効活用が望まれるろう石および砕石屑とし、真密度、
嵩密度および色調についても評価し、天然海砂との比較を行なった。結果は、セルベンに牡蛎殻を20%程
度配合することで、嵩密度を天然海砂に近づけることができ、色調についても白色度が高い人工覆砂材料
が得られた。

キーワード：セルベン、牡蛎殻、人工海浜、覆砂

人工海浜造成のための覆砂材料に関する研究

─行政要望課題─

研究開発科　高松宏行

図1　人工覆砂材の候補
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　 2 . 2 色調評価
　人工覆砂材の候補と天然砂について分光測色計
（CM-3700d、MINOLTA）により明度、色相、彩
度を測定することで、ハンター白色度を算出した。

３．結果と考察
　 3 . 1　基礎物性評価
　真密度の測定結果を表1に示す。天然海砂は、  
約2.7g/cm3であり、ろう石はこれに近い値を示し
た。一方、セルベンおよび牡蛎殻は、約2.4g/cm3と、
天然海砂と比較して低密度であった。
　嵩密度の測定結果を表1に示す。天然海砂、人工
覆砂材候補ともに1.3～1.4g/cm3となった。一方、
牡蛎殻は0.73g/cm3と低い値を示した。
　空間率の算出結果を表1に示す。天然海砂は、空
間率約50%であったのに対し、人工覆砂材候補は 
40～45%であり、中でも牡蛎殻は70%と高い値
を示した。「セルベン1mm未満」では空間率は
37%程度と低い値であったが、これに牡蛎殻を配
合することで空間率を向上させることができ、牡蛎
殻を20%配合することで最大44%まで空間率を
向上させることができた。これは、板状の牡蛎殻に
不均一に粒状のセルベンが挟まれることによって多
くの空間が生じるためと推察される。空間率は、人
工海浜として施工したときの潮通し、或いは貝類な
どの生息のし易さの指標として考えることができ、

人工覆砂材の空間率を天然海砂に近づけることが望
ましい。

　 3 . 2　色調評価
　ハンター白色度の測定結果を表1に示す。天然海
砂では60～70%であったのに対し、人工覆砂材候
補では75～85%であり、天然海砂と比較して高い
白色度を示した。ただし、砕石は57%と低い値を
示した。

４．まとめ
　人工覆砂材候補として、セルベン、牡蛎殻、ろう
石について、真密度、嵩密度および色調の評価を実
施し、天然海砂と比較した結果、以下の知見を得た。
（1）真密度は、ろう石が天然海砂に最も近い値を
示したが、他の人工覆砂材候補は天然海砂より低い
値を示した。
（2）嵩密度は、天然海砂と人工覆砂材候補で同様
の値であったが、牡蛎殻は低い値を示した。
（3）空間率は、人工覆砂材候補より天然海砂の方
が高い値を示したが、牡蛎殻は天然海砂より高い値
を示した。
（4）「セルベン1mm未満」の試料に牡蛎殻を20%
配合すると、空間率は44%と天然海砂（約50%）
に近い値を示したことから、覆砂材として有効と考
えられる。

表1　天然海砂および人工覆砂材候補の真密度、嵩密度、空間率およびハンター白色度
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（5）ハンター白色度は、人工覆砂材候補が天然海
砂より高い値を示した。

付　記
　本研究報告は、長崎県環境部環境政策課および長
崎県環境保健研究センターと共同で実施した「地域
資源を活用した人工海浜造成に向けた基盤調査」の
うち、窯業技術センター担当の研究項目についてま
とめたものである。
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